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郵便局と地方創生
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会社概要

郵便事業創業1871年（明治4年） 、創業者(前島密）の信条のもと
おかげさまで、郵政創業150周年2021年(令和3年)を迎えました。

名 称
にっぽんゆうびん

日本郵便株式会社

本 社 所 在 地 〒100‐8792 東京都千代田区大手町二丁目３番１号

電 話 番 号 03-3477-0111（日本郵政グループ代表番号）

資 本 金 4,000億円

設 立 年 月 日 2007年10月1日 ※2012年10月1日に商号変更

設 置 根 拠 法 日本郵便株式会社法（2005年10月21日法律第100号）

事 業 内 容 郵便業務、銀行窓口業務、保険窓口業務、印紙の売りさばき、地方公共団体からの受託業務、前記以外の銀行業、
生命保険業および損害保険業の代理業務、国内・国際物流業、ロジスティクス事業、不動産業、物販業 など

日本郵便

銀行窓口業務 保険窓口業務

政 府

郵便局窓口事業

ユニバーサルサービス提供義務

ゆうちょ銀行 かんぽ生命

日本郵政

業務委託

株式保有義務
100%

【郵政民営化法】

郵便・物流事業

国際物流事業

（注）2023年6月1日現在
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日本郵便株式会社の特性

日本郵便は、創業以来培ってきたお客さまや地域からの信頼を基に、ユニバーサルサービスを

提供しつつ、当社の経営資源を最大限活用して、地域のニーズに応じた多種多様なサービス

を提供していくことにより、地域との共生を図ることに取り組んでいます。

 日本郵便(郵便局）は、郵政民営化法及び日本郵便株式会社法で、郵便局ネットワーク

を活用して、地域住民の利便の増進に貢献する業務を行うとされています。

※ 日本郵便株式会社は、郵便の業務、銀行窓口業務及び保険窓口業務並びに郵便局を活

用して行う地域住民の利便の増進に資する業務を営むことを目的とする株式会社とする。

（日本郵便株式会社法第1条）

 郵便局の設置基準は、日本郵便株式会社法により、①あまねく全国に郵便局を設置する、

②いすれの市町村にも１局以上設置する、③過疎地においては、現在の郵便局ネット

ワークの水準を維持することなどと、規程されています。
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日本郵政グループと郵便局（日本郵政グループの強み）

※1契約者さま及び被保険者さまを合わせた人数です(個人保険及び個人年金保険を含み、(株)かんぽ生命保険が受再している簡易生命保険契約を含みます。)。
※2小数点以下第二位を四捨五入しているため、合計が100にならない場合があります。
※3窓口・電話対応や郵便局等で取り扱っている商品・サービスの種類の多さや内容、営業曜日・時間、設備面を総称して「総合的」といいます。
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【参考】総務省資料 抜粋（市区町村向け説明会資料（動画公開））
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農村RMO（３つの取組み）との連携の可能性

農村RMO
3つの取組み

具体例 郵便局を活用した施策
（案）

農用地保全

・耕作放棄地の解消
・福祉農園
・粗放的利用
・鳥獣害対策 など

―

地域資源活用
・農作物のブランド化
・農家レストラン
・体験交流事業 など

・地域PR商品の開発
・イベントスペースの提供
・無人販売
・ぽすちょこ便

生活支援

・買い物支援
・外出支援
・配食サービス
・除雪支援
・高齢者みまもり など

・買い物支援
・高齢者みまもり
・デジタル支援相談
・オンライン医療

農村RMOとの連携が期待できる郵便局施策のご紹介
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 地域の「名産品の知名度向上・販路拡大したい」という課題に対し、郵便局の「ふるさと小包という販売チャネ
ル」の強みを活かして名産品を掲載いただくことで、「地域経済活性化」に貢献

静岡 小玉みかん富有柿
三河のみたらしだんご

五平餅
新茶 伊勢茶

郵便局の「ふるさと小包」の活用

地域PR商品の開発（ふるさと小包） 地域資源活用
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 地域の「魅力を発信したい」という課題に対し、郵便局の「オリジナルの切手を作成できる」という強みを活かし、
オリジナルフレーム切手を作成・自治体から郵便物を送付することで、「地域経済活性化」に貢献

オリジナル フレーム切手
「根尾谷 淡墨桜 ２０２３」

オリジナル フレーム切手
「四日市あすなろう鉄道 明日に
むかって ナローゲージ 軌間
762mm」

オリジナル フレーム切手
「2022年愛知県誕生150年

愛つなぐ。知ひらく。」

オリジナル フレーム切手
「O－CHA旅＠沿線」の開催
を記念」

オリジナル フレーム切手の作成

地域PR商品の開発（オリジナルフレーム切手） 地域資源活用
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 地域のPRを動画を郵便局の全国にネットワークの強みを活かし、効果的な地域を選定のうえ、PRを実施

東京都内の郵便局で配信

郵便局のデジタルサイネージの
活用

春日井市 様 活用事例御殿場市 様 活用事例

名古屋市内の郵便局で配信

市のPR 移住のPR

地域サイネージの活用では、地域
情報、商品紹介やPRなどの動画
を大画面モニターで配信しています。
（1枠：15秒）

郵便局のデジタルサイネージの活用

地域PR商品の開発（デジタルサイネージ） 地域資源活用
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 JR名古屋駅が最寄りの「KITTE名古屋」の施設のイベントスペースにて、旅・レジャー等の観光PRや物産品の
販売イベント等が実施が可能。

物産展には多くのお客さまがご利用されました。

名古屋駅前の「ＫＩＴＴＥ名古屋」１階アトリウムで安城市農畜産物特産品協議会主催「特産品フェア」を開催。

[開 催 期 間］2023年8月18日～19日
[イベント内容] ・いちじくの販売、いちじくを使用した加工品の販売

・梨、デンビール、日本酒、そうめんなどの特産品の販売
・ふるさとの納税の紹介、観光案内
・アンバサダーによるPR活動
・KITTE内のカフェやレストランにおけるコラボメニューの販売 等

＜特産展フェアの様子＞

安城市様 事例
「わたし輝く、あんじょういちじく ～おいしいあんじょう特産品フェア～」を開催

※日本郵便と包括連携協定等の協定を締結している自治体様は施設利用料を50％割引でご利用いただけます。

安城市様の特産品「いちじく」を中心にPRしました。

郵便局施設のスペースの活用事例

特産品フェアのチラシ

２日間の来場者数

3,300名以上

※ 安城市様の算出者数。

KITTEイベントスペースの提供 地域資源活用



10Copyright© JAPAN POST All Rights Reserved.

KITTEイベントスペースの提供

※ 一定の条件を満たす地方公共団体様については、施設利用料を50%割引でご利用可能です。

地域資源活用

名古屋 大阪東京
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郵便局ロビーでの無人販売 地域資源活用
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ぽすちょこ便（地域内流通を支援する新たな配送）

商品をケース
に入れて運送

地域資源活用
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買い物支援（郵便局での日用品販売） 生活支援
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買い物支援（おたがいマーケット）

生活利便性

歩み寄りによってコストを抑制することで、

利便性が生まれる

既存ネットスーパーUIでWeb注文

商品代

利用料持込

日本郵便の既存ロジで
輸送・置き配

注文翌日
受取

利用料
(サブスク)

スーパー地域住民

市街地の
ハブ郵便局

ローカルの
受取先拠点

共助

住民自ら参画することで、地域に共助・

自治の素地が生まれる

地域参画

買物という行動を通じて、地域内に自分

の居場所・出番ができる

 2024年3月27日から、毎月定額（サブスク）を負担いただくことで、地域内の拠点で、ネットスーパーの商品が

受け取れるサービス「おたがいマーケット」を、奈良市東部地域でスタート。
※ 生鮮食料品や日用品、医薬品も含めて注文の翌日に配達

 住民・自治体・企業等、関係者がお互いに歩み寄ることでコストを抑制し、持続可能な形で提供。

 受取先拠点は、地域内のコミュニケーションを経て設定（地域づくりへの小さな参画）。

生活支援

サービスイメージ
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高齢者みまもり（スマートスピーカーを活用したみまもりサービス） 生活支援
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デジタル支援相談（スマホ操作・自治体公式アプリのインストール等） 生活支援
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オンライン診療等支援事務 生活支援
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ローカル共創イニシアティブの取組

 「ローカル共創イニシアティブ」は、日本郵政グループが地方のベンチャー企業とともに、地域社会の隙間を満たす

“ユニバーサル・ベーシックサービス”の実現を目指すプラットフォーム。

 2022年4月から社員が派遣先拠点のある自治体に移住した上で、派遣先企業の社員として勤務※1し、派遣先

企業と日本郵政グループの共創をテーマに各種取組を実施。 ※1 派遣期間は2年間

その他の取組事例は、「ローカル共創イニシアティブ」サイトをご覧ください。 https://www.japanpost.jp/corporate/lci/

＜事例紹介＞

・ 2022年4月から、日本郵政社員がNPO法人おっちラボに出向し、地域の課題解決を目指す活動を開始。

・ 派遣者の久野地区振興会(住民自治組織)へのインターン等を通じて、同地域の課題が農業の担い手不足であることを確認。

・ 同振興会による営農組織の広域化を通じて、交付金申請等事務の効率化を行い、当該広域組織の事務局業務のサポート

業務※2を受託。

【参考】

郵便局による営農広域組織のサポート業務の受託（島根県雲南市）

※2 運営委員会の運営、各種書類の取りまとめ、市役所への各種書類提出、交付金の管理、活動記録簿の整理等
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ご清聴ありがとうございました。
本資料に関するお問い合わせは以下までお願いします。

お問い合わせ先

日本郵便株式会社 東海支社

経営管理部 地方創生室

担当 宇留野、崎田、木村、安藤

TEL 052-446-8147

Mail tokai-mimamori.ii@jp-post.jp

〒469-8797

愛知県名古屋市中村区名駅1-1-1

JPタワー名古屋 11階


